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で、 一八九カ国の首脳たちは 「我々の同胞たる男性、女性そして児童を、現在一〇億人以上が直面している、悲惨で非人道的な極度の貧困状態から解放するため、いかなる努力も惜しまない。我々は 全ての人々が開発の権利を現実のも
のとすること、並びに全人類を欠乏から解放することにコミットする」と誓った（ミレニアム宣言） 。この崇高な精神の具現化を試みたのが、八つの目標（ゴール）から成るＭＤＧｓである。　
ＭＤＧｓは、 二〇一五年を期限に、
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経済成長はそれ自体が目的な ではなく、社会的価値実現の手段として位置付けられるべきということだ。その価値とは、例えば貧困削減、少なくとも人口構成比に応じた割合での女性への便益 自然資源と環境的公共財活用の 期的な持続可能性 の両立 どが挙げられる。　
そのうえで、 「経済成長はこれら











やすいような環境整備を国家 意図的に行う必要がある。また、これらの施策から貧困層が恩恵 受けるためには、人的資源、土地政治的な力 再分配も求められ 。成長は、そのマクロ数値だけでなく、その焦点、政治、政策意図ども同等に重要な だ。　
つぎに、 成長戦略は社会セクター
を敬遠するのではなく、重要な生産セクターのひとつと認識し、要に据えるべきである。これは 民間営利部門を医療や教育のけん引役にせよということではない。ワシントン・コンセンサス 下で推進された民営化政策は、 これら社会サー
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援を行うのではなく、世界貿易機関 （ＷＴＯ） のドーハ開発アジェンダ（二〇〇一年 ＷＴＯドーハ会議から開始された多角的貿易交渉。一九九九年のシアトル会議が、先進国主導の議題設定に対する途上国の反発で決裂したのを受け、ドーハ会議では、途上国の開発ニーズを交渉の中心に位置付けるとした閣僚宣言を
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